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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表を作成していませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記載

していません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載していません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載していません。 

５ 従業員数は、就業人員を表示しています。 

  

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自 平成16年 
  ７月１日 
至 平成16年 
  12月31日 

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成17年 
  12月31日 

自 平成18年
  ７月１日 
至 平成18年 
  12月31日 

自 平成16年 
  ７月１日 
至 平成17年 
  ６月30日 

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成18年 
  ６月30日 

売上高 (千円) 776,868 715,264 607,328 5,024,990 5,035,356 

経常利益 
又は経常損失（△） 

(千円) △298,560 △292,652 △349,868 226,926 203,083

当期純利益 
又は中間純損失(△) 

(千円) △194,332 △189,408 △225,000 111,406 92,063

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 589,125 589,125 589,125 589,125 589,125 

発行済株式総数 (株) 4,259,200 4,259,200 4,259,200 4,259,200 4,259,200 

純資産額 (千円) 2,428,555 2,536,213 2,526,866 2,740,703 2,797,465 

総資産額 (千円) 4,535,275 4,076,302 4,088,749 3,989,055 3,844,561 

１株当たり純資産額 (円) 570.96 596.90 594.92 643.50 658.55 

１株当たり当期純利益 
又は中間純損失(△) 

(円) △45.68 △44.56 △52.97 25.13 21.67

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 10.00 9.00 

自己資本比率 (％) 53.5 62.2 61.8 68.7 72.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,896,638 △1,485,071 △1,692,274 62,782 166,050

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 13,553 △64,162 △40,938 5,512 △91,846

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,087,451 656,766 662,036 △43,272 △43,937

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 643,053 571,370 422,943 1,463,790 1,494,080

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(名) 
228 
[147]

219
[145]

214
[144]

220 
[147]

215
[144]



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当社は関係会社がないため、該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年12月31日現在 

(注) 従業員は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均雇用人員を外書きで記載しています。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されていませんが、労使関係は良好な状態です。 

  

従業員数(名) 214[144] 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期におけるわが国の経済は、好調な企業業績を背景に、おおむね順調な景気拡大が継続しているもの

の、中国および米国経済の減速や金利上昇等の懸念材料に加え、産業間、地域間、個人間等で成長と低迷の二極

化が進行しています。 

当社の属する建設コンサルタント業界においては、プライマリーバランス（基礎的財政収支）の改善に向けた

社会資本整備関係予算の縮小継続や、交付税制度の不透明さと破綻法制を睨んだ地方自治体の緊縮財政によっ

て、受注環境はますます厳しさを増しています。また入札契約制度は、指名競争入札方式からプロポーザル方式

（技術力による選定）、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」に基づく総合評価落札方式（価格と技術力

による選定）へ移行しつつあるものの、会計法（昭和22年３月31日法律第35号）の制約から依然として価格競争

は続いています。 

このような状況のなかで、当社は、「基本は技術」、「福山オリジナル」の行動指針のもと、受注の拡大と品

質の確保を最重要課題として、業績の向上に取り組んでいます。 

具体的には、平成18月7月に、これまでの地域事業部制に加えて地域横断型の部門事業部である「リスクマネジ

メント事業部」と「ストックマネジメント事業部」を発足させ、マーケットの拡大が期待できる防災系や維持保

全分野の体制強化および受注拡大を強力に進めることとしました。また、地域密着型のサービスを強化するため

に、大分および宮崎の両営業所に技術者常駐の体制をとりました。 

一方、プロポーザル方式では、得意とする交通マネジメント分野での受注増加や東日本事業部における新規顧

客からの受注など、件数は前年同期の1.47倍、金額は同1.54倍に増加しました。今後、プロポーザル方式や総合

評価落札方式の適用拡大に伴って、技術競争力の向上を第一に取組んでいる当社の優位性は一層高まると思われ

ます。あわせて、社内ウェブサイト「Ｆナレッジシステム」の活用や他社との連携による知見の導入等により、

品質の向上に努めています。 

今後、建設コンサルタントの業務領域は、国民の安全・安心を確保する防災関係、耐用年数を迎える社会基盤

施設の維持保全関係、くらしの豊かさを高める生活環境関係等が中心になると予想されます。これらに対処する

ため、平成18年7月に多様な提携戦略を推進するための「Ｍ／Ａ戦略室」を新設し、同業大手コンサルタント、大

学、研究法人、ゼネコン、金融機関等多様な職種との多重提携ネットワークの形成に取り組んでいます。具体的

には、災害時の緊急ロジスティックス検討業務や構造物維持補修設計業務の受注など、徐々に成果が結実しつつ

あります。また、知財戦略の一環として、交通データの処理方法に関する技術で、当社初の特許を取得しまし

た。 

当中間期の受注高は、東九州自動車道関連の設計業務受注や、国土交通省プロポーザル案件の特定増等によ

り、41億94百万円（前年同期比7.1％増）となりました。売上高は、契約変更による納期延長業務の増加（約2億4

千万円）のために、6億7百万円（前年同期比15.1％減）となりました。収益面については、売上高の減少によ

り、3億49百万円の経常損失、2億25百万円の中間純損失となりました。 

業種別の販売実績については、「2．生産、受注及び販売の状況（2）販売実績」に記載のとおりです。 

  当社の売上高は、納期の関係から通常の営業の形態として、下半期に偏って集中するという季節的変動があり

ます。ちなみに、前事業年度においては、上半期の売上高7億15百万円に対し、下半期は43億20百万円でした。 

  



  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末と比べ10億71百万円減

少し、4億22百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  使用した資金は16億92百万円（前年同期は14億85百万円の使用）となりました。これは、税引前中間純損失3億

50百万円に加えて、主に未成業務支出金の増加額10億88百万円によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

使用した資金は40百万円（前年同期は64百万円の使用）となりました。これは主に、業務用コンピューターの

購入を中心とした有形固定資産の取得のための支出36百万円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

獲得した資金は6億62百万円（前年同期は6億56百万円の獲得）となりました。これは主に、運転資金としての

短期借入金7億円の調達と配当金の支払い37百万円によるものです。 

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注の状況 

当中間会計期間における受注状況は次のとおりです。 

  

(注)  金額は受注金額によっています。 

  

(2) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績は次のとおりです。 

  

 (注) １ 事業の性質上、販売実績に季節的変動があります。 

 ２ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりです。 

  

業務の種類 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

繰越受注残高 受注高 計 受注残高 

金額(千円) 金額(千円)
前年同期
比(％) 

金額(千円) 金額(千円) 
前年同期
比(％) 

調査・計画系
部門 

道路交通計画 960,439 1,583,764 111.7 2,544,204 2,177,699 104.0 

都市地域計画 36,680 86,375 120.0 123,055 119,005 121.8 

環境調査 121,800 48,266 302.3 170,066 149,154 156.6 

小計 1,118,919 1,718,406 114.1 2,837,325 2,445,858 107.0 

道路・構造設
計系部門  
  

道路設計 286,676 546,106 167.0 832,782 717,559 173.0 

構造設計 348,151 175,812 43.2 523,964 423,326 84.4 

小計 634,827 721,919 98.3 1,356,746 1,140,885 124.5 

合計 1,753,747 2,440,325 108.9 4,194,072 3,586,744 112.0 

業務の種類 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

  
調査・計画系部門 
  

道路交通計画 366,504 71.2 

都市地域計画 4,050 22.5 

環境調査 20,912 299.2 

小計 391,466 72.5 

道路・構造設計系部門 

道路設計 115,223 113.8 

構造設計 100,637 136.2 

小計 215,861 123.3 

合計 607,328 84.9 

相手先 

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

国土交通省 175,158 24.5 137,820 22.7 



(3) 外注の状況 

当社は、交通量調査、測量、設計および施工管理の一部を外注に依存しています。その依存度は、当中間会計期

間の業務原価に対して21.2％です。 

なお、外注の依頼先は、株式会社サーベイリサーチセンター等です。 

  



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社の事業の源泉は知的財産にあるとの認識の下、高度化・多様化する社会的要請に応えるため、知財戦略理論に

基づいた体系的な研究開発活動を進めています。   

知財戦略理論は、当社の事業を製品と技術の両面からそれぞれの基礎単位となるモジュールに分解するとともに、

そのマトリックスの中で、当社のもつ知財領域とこれを基礎とした今後の事業展開に必要な領域を明確化し、新規知

財領域については、その戦略的な形成と活用方針を構築しようとするものです。 

具体的には、当社独自の技術・商品開発によるテーマと、同業他社・大学・研究法人等との連携による技術・商品

開発テーマに区分し、両者を関連づけながら並行して研究活動を進めています。 

当中間会計期間において、前者については、従来の静的理論をベースとしつつ新たな視点を導入した動的交通予測

理論・交通計画論と、社会資本の維持保全に対応するための構造物等総合評価システムの研究活動を進めています。

特に、動的交通予測理論研究では、この分野におけるわが国トップクラスの技術顧問による指導を仰いでいます。後

者については、同業大手コンサルタントとの技術協力協定による広範囲な技術・商品開発や、大学・研究法人等との

連携による防災技術や構造物の長寿命化手法等の開発に取り組んでいます。これらの研究成果の一部として、平成18

年11月に、交通データの処理方法に関する技術で、当社特許第１号を取得しました。その他にも３件特許出願中で

す。 

また、これらの研究活動を促進すると同時に技術力の全社的な底上げを図るため、学位取得支援制度を整備してい

ます。既に１名が学位を取得し、現在６名の社員が学位取得に向けてチャレンジ中です。 

  

上記活動における支出は10,947千円です。 

なお、当社は建設コンサルタント事業のみを行っており、事業区分が単一セグメントのため、事業の種類別セグメ

ントの記載を省略しています。 

  

  

  

  

  

消費税等について 

 上記「第２ 事業の状況」に記載の金額については、消費税等は含まれていません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において主要な設備の異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 10,000,000 

計 10,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年12月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年３月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 4,259,200 4,259,200
ジャスダック証券

取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 4,259,200 4,259,200 ― ― 



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年12月31日現在 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年12月31日 ― 4,259,200 ― 589,125 ― 543,708 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

福山コンサルタント社員持株会 福岡市博多区博多駅東３－６－18 477 11.21 

福 山 俊 弘 東京都江東区 355 8.35 

株式会社 ハルモニア 千葉県松戸市小金原６－７－10－301 244 5.73 

株式会社 もみじ銀行 広島市中区中胡町１－24 181 4.26 

栗 林 辰 彦 北九州市小倉南区 157 3.69 

株式会社 西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３－１－１ 151 3.57 

株式会社 福岡銀行 福岡市中央区天神２－13－１ 147 3.45 

株式会社 十八銀行 長崎市銅座町１－11 133 3.13 

福 山 俊 郎 千葉県松戸市 114 2.69 

工 藤 宗 雄 千葉県夷隅郡御宿町 107 2.52 

計 ― 2,069 48.58 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」および「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ2,000株(議決

権2個)および200株含まれています。 

２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式が、823株が含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年12月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式）

普通株式     11,000 
―

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式   4,213,000 4,213 同上 

単元未満株式 普通株式    35,200 ― 同上 

発行済株式総数 4,259,200 ― ― 

総株主の議決権 ― 4,213 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式)           
株式会社 
福山コンサルタント 

福岡市博多区博多駅東 
三丁目６番18号 

11,000 － 11,000 0.26

計 ― 11,000   11,000 0.26 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりです。 

(1) 役職の異動 

  

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 394 370 348 390 350 370 

最低(円) 339 314 326 340 336 340 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役社長 

（企画本部長） 

代表取締役社長 

（経営企画本部長） 

山 本 洋 一 平成18年10月１日 

取締役副社長 

  

取締役副社長 

（総務本部長） 

針 貝 武 紀 平成18年10月１日 

専務取締役 

（事業本部長） 

常務取締役 

（事業本部長） 

金   徳 珍 平成18年10月１日 

取締役 

（企画本部副本部長） 

取締役 

（経営企画本部副本部長） 

柴 田 貴 徳 平成18年10月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前中間会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)の

中間財務諸表について、中央青山監査法人の中間監査を受け、当中間会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31

日まで)の中間財務諸表について、みすず監査法人の中間監査を受けています。 

  尚、中央青山監査法人は平成18年９月１日付をもって、みすず監査法人に名称を変更しています。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成していません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年12月31日) 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 
(平成18年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金     571,370   422,943    1,494,080  

２ 完成業務未収金     196,348   267,246    202,586  

３ 未成業務支出金     1,240,736   1,353,203    264,573  

４ その他     188,096   207,888    40,718  

５ 貸倒引当金     △7,468   △630    △8,098  

流動資産合計     2,189,083 53.7  2,250,652 55.0   1,993,860 51.9

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※１              

(1) 建物 ※２   485,601   462,079    472,878  

(2) 土地 ※２   810,929   810,929    810,929  

(3) その他     86,383   91,782    73,676  

有形固定資産合計     1,382,914 33.9  1,364,791 33.4   1,357,484 35.3

２ 無形固定資産     39,984 1.0  40,765 1.0   44,581 1.1

３ 投資その他の資産 ※３   464,320 11.4  432,540 10.6   448,635 11.7

固定資産合計     1,887,219 46.3  1,838,097 45.0   1,850,700 48.1

資産合計     4,076,302 100.0  4,088,749 100.0   3,844,561 100.0

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 業務未払金     80,137   127,674    176,758  

２ 短期借入金 ※２   700,000   700,000    －  

３ 未払法人税等     17,321   18,893    106,662  

４ 未成業務前受金 

５ 役員賞与引当金 

６ 業務損失引当金 

    

344,099 

－ 

－ 

  

316,991

－

16,667

   

172,827 

3,500 

12,067 

 

７ その他     125,794   125,994    298,680  

流動負債合計     1,267,352 31.1  1,306,221 31.9   770,495 20.0

Ⅱ 固定負債                

１ 退職給付引当金     234,096   207,982    233,100  

２ 役員退職慰労引当金     38,640   47,680    43,500  

固定負債合計     272,736 6.7  255,662 6.3   276,600 7.2

負債合計     1,540,089 37.8  1,561,883 38.2   1,047,095 27.2

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年12月31日) 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 
(平成18年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     589,125 14.5  ― ―   ― ―

Ⅱ 資本剰余金                

  資本準備金     543,708   ―    ―  

資本剰余金合計     543,708 13.3  ― ―   ― ―

Ⅲ 利益剰余金                

１ 利益準備金     68,913   ―    ―  

２ 任意積立金     870,000   ―    ―  

３ 中間未処分利益     420,541   ―    ―  

利益剰余金合計     1,359,454 33.3  ― ―   ― ―

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    47,098 1.2 ― ―   ― ―

Ⅴ 自己株式     △3,172 △0.1  ― ―   ― ―

資本合計     2,536,213 62.2  ― ―   ― ―

負債・資本合計     4,076,302 100.0  ― ―   ― ―

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年12月31日) 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 
(平成18年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ― ―  589,125 14.4   589,125 15.3

２ 資本剰余金                

 資本準備金     ―   543,708    543,708  

資本剰余金合計     ― ―  543,708 13.3   543,708 14.2

３ 利益剰余金                

(1) 利益準備金   ―    68,913   68,913    

(2) その他利益剰余金                

別途積立金   ―    870,000   870,000    

繰越利益剰余金   ―    438,781   702,014    

利益剰余金合計     ― ―  1,377,694 33.7   1,640,927 42.7

４ 自己株式     ― ―  △3,831 △0.1   △3,635 △0.1

株主資本合計     ― ―  2,506,696 61.3   2,770,125 72.1

Ⅱ 評価・換算差額等                

 その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 20,169   27,340 

評価・換算差額等 
合計    ― ― 20,169 0.5   27,340 0.7

純資産合計     ― ―  2,526,866 61.8   2,797,465 72.8

負債純資産合計     ― ―  4,088,749 100.0   3,844,561 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高 ※１   715,264 100.0  607,328 100.0   5,035,356 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２   591,787 82.7  529,075 87.1   3,936,042 78.2

売上総利益     123,476 17.3  78,252 12.9   1,099,314 21.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   429,229 60.0  430,220 70.9   907,838 18.0

営業利益又は 
営業損失(△)    △305,752 △42.7 △351,968 △58.0   191,475 3.8

Ⅳ 営業外収益 ※３   14,709 2.0  3,599 0.6   17,715 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※４   1,609 0.2  1,498 0.2   6,107 0.1

経常利益又は 
経常損失(△)    △292,652 △40.9 △349,868 △57.6   203,083 4.0

Ⅵ 特別利益     － －  － －   － －

Ⅶ 特別損失     873 0.1  802 0.1   1,394 0.0

税引前当期純利益 
又は税引前中間純損
失(△) 

   △293,526 △41.0 △350,670 △57.7   201,688 4.0

法人税、住民税 
及び事業税   12,889   12,947 109,926   

法人税等調整額   △117,007 △104,117 △14.5 △138,617 △125,670 △20.7 △302 109,624 2.2

当期純利益又は 
中間純損失(△)    △189,408 △26.5 △225,000 △37.0   92,063 1.8

前期繰越利益     609,950   ―    ―  

中間未処分利益     420,541   ―    ―  

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

  

  

  

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年６月30日残高(千円) 589,125 543,708 543,708 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当       

 中間純損失（△）       

自己株式の取得       

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) － － － 

平成18年12月31日残高(千円) 589,125 543,708 543,708 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高(千円) 68,913 870,000 702,014 1,640,927 △3,635 2,770,125 

中間会計期間中の変動額             

 剰余金の配当     △38,231 △38,231   △38,231 

 中間純損失（△）     △225,000 △225,000   △225,000 

 自己株式の取得         △195 △195 

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) － － △263,232 △263,232 △195 △263,426 

平成18年12月31日残高(千円) 68,913 870,000 438,781 1,377,694 △3,831 2,506,696 

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

平成18年６月30日残高(千円) 27,340 27,340 2,797,465 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当     △38,231 

 中間純損失（△）     △225,000 

 自己株式の取得     △195 

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額) △7,171 △7,171 △7,171 

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) △7,171 △7,171 △270,599 

平成18年12月31日残高(千円) 20,169 20,169 2,526,866 



前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成17年６月30日残高(千円) 589,125 543,708 543,708 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当       

 役員賞与の支給       

 当期純利益       

自己株式の取得       

事業年度中の変動額合計(千円) － － － 

平成18年６月30日残高(千円) 589,125 543,708 543,708 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年６月30日残高(千円) 68,913 870,000 656,970 1,595,883 △1,971 2,726,746 

事業年度中の変動額             

 剰余金の配当     △42,520 △42,520   △42,520 

 役員賞与の支給     △4,500 △4,500   △4,500 

 当期純利益     92,063 92,063   92,063 

 自己株式の取得         △1,664 △1,664 

事業年度中の変動額合計(千円) － － 45,043 45,043 △1,664 43,379 

平成18年６月30日残高(千円) 68,913 870,000 702,014 1,640,927 △3,635 2,770,125 

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

平成17年６月30日残高(千円) 13,957 13,957 2,740,703 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当     △42,520 

 役員賞与の支給     △4,500 

 当期純利益     92,063 

 自己株式の取得     △1,664 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 13,382 13,382 13,382 

事業年度中の変動額合計(千円) 13,382 13,382 56,761 

平成18年６月30日残高(千円) 27,340 27,340 2,797,465 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日)

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前当期純利益又は 
税引前中間純損失（△） 

 △293,526 △350,670 201,688

２ 貸倒引当金の増加額   3,968 ― 4,598 

３ 減価償却費   37,814 38,636 79,354 

４ 退職給付引当金の減少額   △24,568 △25,117 △25,565 

５ 役員退職慰労引当金の増加

額 

６ 役員賞与引当金の増減額 

 （△は減少） 

７ 業務損失引当金の増加額 

  

  

  

  

  

4,890 

  

― 

  

― 

4,180 

  

△3,500 

  

4,600 

9,750 

  

3,500 

  

12,067 

８ 固定資産の売却・除却損   873 802 1,394 

９ 投資事業組合投資損益   △10,881 ― △10,881 

10 受取利息及び受取配当金   △803 △970 △2,151 

11 支払利息   1,599 1,495 6,089 

12 為替差損益   △46 △40 △22 

13 売上債権の増減額（△は増

加） 
  

85,005 

  

△72,128 

  

78,767 

  

14 未成業務支出金の増減額 

（△は増加） 

  

  

△885,405 

  

△1,088,630 

  

90,754 

  

15 仕入債務の増減額（△は減

少） 

16 未成業務前受金の増減額 

（△は減少） 

  

  

△96,118 

  

820 

  

△49,083 

  

144,164 

  

502 

  

△170,450 

  

17 その他   △239,251 △198,246 △28,676 

小計   △1,415,632 △1,594,509 250,718 

18 利息及び配当金の受取額   806 959 2,155 

19 利息の支払額   △2,160 △2,008 △6,089 

20 法人税等の支払額   △68,085 △96,715 △80,734 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
  △1,485,071 △1,692,274 166,050 



  

  

次へ 

    
前中間会計期間

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日)

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得による 
支出 

 △50,452 △36,316 △61,982

２ 有形固定資産の売却による 
収入 

 95 66 257

３ 無形固定資産の取得による 
支出 

 △9,636 △4,647 △25,258

４ 投資有価証券の取得による 
支出 

 △20,415 △438 △20,842

５ 出資金の返戻による収入   16,211 ― 16,211 

６ 貸付金による支出   ― ― △400 

７  貸付金の回収による収入   375 396 748 

８ その他   △340 ― △580 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △64,162 △40,938 △91,846

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金による収入   1,050,000 1,200,000 2,500,000 

２ 短期借入金の返済による 
支出 

 △350,000 △500,000 △2,500,000

３ 自己株式の取得による支出   △1,201 △195 △1,664 

４ 配当金の支払額   △42,031 △37,767 △42,273 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 656,766 662,036 △43,937

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 46 40 22

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △892,420 △1,071,137 30,289 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 1,463,790 1,494,080 1,463,790

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 571,370 422,943 1,494,080

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１ 資産の評価基準お

よび評価方法 

      

 (1) たな卸資産 未成業務支出金 

 個別法による原価法 

未成業務支出金 

同左 

未成業務支出金 

同左 

(2) 有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの： 

  中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

その他有価証券 

 時価のあるもの： 

  中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定) 

その他有価証券 

 時価のあるもの： 

  期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定) 

   時価のないもの： 

  移動平均法による原価

法 

時価のないもの： 

  同左 

時価のないもの： 

  同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産：定率法 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(付属設備を除く)に

ついては定額法 

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

います。 

(1) 有形固定資産：定率法 

同左 

(1) 有形固定資産：定率法 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用)については、社内

における利用可能期間

(５年)に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能

性を勘案し、回収不能

見込額を計上していま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基

づき計上しています。

なお、当中間会計期間

においては、当中間会

計期間負担相当額は既

に支給済みであるた

め、賞与引当金繰入額

はありません。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 ―――――――――― 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

    

  

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――――――― 

  

(3) 役員賞与引当金 

  役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づ

き当中間会計期間に見

合う額を計上すること

としています。 

  なお、当中間会計期間

末においては計上して

いません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(4) 業務損失引当金 

  受注業務に係る将来の

損失に備えるため、当

中間会計期間末におけ

る受注業務に係る損失

見込額を計上していま

す。 

  

   

(3) 役員賞与引当金 

  役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づ

き当事業年度に見合う

額を計上しています。 

（会計処理の変更） 

  当事業年度から、「役

員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29

日 企業会計基準第４

号）を適用していま

す。 

  この結果、従来の方法

に比べて、営業利益、

経常利益および税引前 

  当期純利益が、3,500

千円減少しています。 

(4) 業務損失引当金 

  受注業務に係る将来の

損失に備えるため、当

事業年度末における受

注業務に係る損失見込

額を計上しています。 

  

（追加情報） 

  当事業年度末における

受注業務のうち、将来

の損失が見込まれる業

務が発生したため、そ

の損失見込額を業務損

失引当金として計上し

ています。 

  この結果、営業利益、

経常利益および税引前 

  当期純利益が12,067千

円減少しています。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

      



  

  

次へ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

  

  

  

  

  

  

  

(5) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務および年金資産の見

込額に基づき、当中間

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上していま

す。 

  また、数理計算上の差

異は、その発生時の平

均残存勤務期間内の一

定の年数(４年)による

按分額を、それぞれ発

生年度の翌事業年度よ

り費用処理していま

す。 

(6) 役員退職慰労引当金 

  役員の退任により支給

する退職慰労金に充て

るため、内規に基づく

中間会計期間末要支給

額を計上しています。 

(5) 退職給付引当金 

  同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(6) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

  

  

  

(5) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務および年金資産の見

込額に基づき、当事業

年度末において発生し

ていると認められる額

を計上しています。 

  また、数理計算上の差

異は、その発生時の平

均残存勤務期間内の一

定の年数(４年)による

按分額を、それぞれ発

生年度の翌事業年度よ

り費用処理していま

す。 

  

(6) 役員退職慰労引当金 

役員の退任により支給

する退職慰労金に充て

るため、内規に基づく

期末要支給額を計上し

ています。 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

ます。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書（キ

ャッシュ・フロー

計算書）における

資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手元現

金、随時引き出し可能な預

金及び取得日から２ケ月以

内に満期の到来する流動性

の高い、かつ、価値の変動

するおそれのほとんどない

預金からなっています。 

同左 キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現

金同等物)は、手元現金、

随時引き出し可能な預金及

び取得日から２ケ月以内に

満期の到来する流動性の高

い、かつ、価値の変動する

おそれのほとんどない預金

からなっています。 

６ その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項 

  

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税

の会計処理は、税抜き方

式によっています。な

お、仮払消費税等及び仮

受消費税等は相殺のう

え、流動資産の「その

他」に含めて表示してい

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

  

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税

の会計処理は、税抜き方

式によっています。 



会計処理の変更 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

（固定資産の減損に係る会計処理） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年8月9日））および「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日適用指針第6号）を適用していま

す。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

  

  

  

―――――――――― 

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計処理） 

 当事業年度から、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8

月9日））および「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

適用指針第6号）を適用していま

す。 

 これによる損益に与える影響はあ 

りません。 

  

  

  

  

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

―――――――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等） 

 当事業年度から、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しています。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は2,797,465千円で

す。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度は、改正後の財務諸表等規

則により作成しています。 

  

  

  

  

  

  

  

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――――――― 

  

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

 当事業年度から、改正後の「自己

株式及び準備金の額の減少等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会

最終改正平成17年12月27日 企業会

計基準第１号）および「自己株式及

び準備金の額の減少に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 最終改正平成17年12月27日 企

業会計基準適用指針第２号）を適用

しています。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

財務諸表等規則の改正により、当

事業年度は、改正後の財務諸表等規

則により作成しています。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間会計期間末 
(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年12月31日) 

前事業年度末 
(平成18年６月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は525,795千円です。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は579,437千円です。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は554,222千円です。 

※２ 担保に供している資産および

これに対応する債務は、次の

とおりです。 

 (1) 担保に供している資産 

建物 259,548千円

土地 546,250千円

計 805,798千円

※２ 担保に供している資産および

これに対応する債務は、次の

とおりです。 

 (1) 担保に供している資産 

建物 245,213千円

土地 546,250千円

計 791,463千円

※２ 担保に供している資産および

これに対応する債務は、次の

とおりです。 

 (1) 担保に供している資産 

建物 251,773千円

土地 546,250千円

計 798,023千円

 (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 450,000千円

 (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 500,000千円

 (2) 上記に対応する債務はありま

せん。 

※３ 投資その他の資産に含まれる貸

倒引当金は△5,800千円です。 

※３ 投資その他の資産に含まれる貸

倒引当金は△13,268千円です。 

※３ 投資その他の資産に含まれる貸

倒引当金は△5,800千円です。 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

※１ 売上高の季節的変動 

   当社の売上高は、通常の営業

の形態として、上半期に比べ

下半期に完成する業務の割合

が大きいため、事業年度の上

半期と下半期の売上高との間

に著しい相違があり、上半期

と下半期の業績に季節的変動

があります。 

   当中間会計期間末に至る１年

間の売上高は次のとおりで

す。 

前事業年度の 
下半期 

4,248,122千円

当中間会計期

間 
715,264千円

計 4,963,386千円

※１ 売上高の季節的変動 

   当社の売上高は、通常の営業

の形態として、上半期に比べ

下半期に完成する業務の割合

が大きいため、事業年度の上

半期と下半期の売上高との間

に著しい相違があり、上半期

と下半期の業績に季節的変動

があります。 

   当中間会計期間末に至る１年

間の売上高は次のとおりで

す。 

前事業年度の
下半期 

4,320,091千円

当中間会計期

間 
607,328千円

計 4,927,420千円

――――― 

※２ 減価償却実施額 

有形固定資産 29,758千円

無形固定資産 8,014千円

※２ 減価償却実施額 

有形固定資産 30,299千円

無形固定資産 8,294千円

※２ 減価償却実施額 

有形固定資産 62,478千円

無形固定資産 16,791千円

※３ 営業外収益のうち主要なもの

は、次のとおりです。 

受取利息 84千円

投資事業組
合投資利益 

10,881千円

※３ 営業外収益のうち主要なもの

は、次のとおりです。 

受取利息 227千円

受取手数料 974千円

※３ 営業外収益のうち主要なもの

は、次のとおりです。 

受取利息 185千円

投資事業組
合投資利益

10,881千円

※４ 営業外費用のうち主要なもの

は、次のとおりです。 

支払利息 1,599千円

※４ 営業外費用のうち主要なもの

は、次のとおりです。 

支払利息 1,495千円

※４ 営業外費用のうち主要なもの

は、次のとおりです。 

支払利息 6,089千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（注）増加数は、単元未満株式の買取りによるものです。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 4,259,200                   －          － 4,259,200

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株)        11,253         570          －        11,823 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年9月28日 
定時株主総会 

普通株式 38,231 9.0 平成18年６月30日 平成18年９月29日 



前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

    

２ 自己株式に関する事項 

（注）増加数は、単元未満株式の買取りによるものです。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。  

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金の支払額 

  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

  

前へ   次へ 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 4,259,200                   －          － 4,259,200

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株)         7,156        4,097          －        11,253 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年9月28日 
定時株主総会 

普通株式 42,520 10.0 平成17年６月30日 平成17年９月29日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年9月28日 
定時株主総会 

普通株式 38,231 9.0 平成18年６月30日 平成18年９月29日 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

金額との関係 

(平成17年12月31日) 

  

現金及び預金勘定 571,370千円

現金及び 
現金同等物 

571,370千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

金額との関係 

(平成18年12月31日) 

  

現金及び預金勘定 422,943千円

現金及び 
現金同等物 

422,943千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている金額との

関係 

(平成18年６月30日) 

現金及び預金勘定 1,494,080千円

現金及び
現金同等物 

1,494,080千円



(リース取引関係) 

  

  

  

前へ   次へ 

前中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

工具器
具及び
備品 

210,584 132,398 78,185

その他 11,323 6,091 5,231

合計 221,908 138,490 83,417

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

工具器
具及び
備品 

142,198 82,064 60,134

その他 11,842 3,854 7,988

合計 154,041 85,918 68,122

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器
具及び
備品 

169,271 113,919 55,351

その他 11,761 4,919 6,841

合計 181,032 118,839 62,193

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 47,866千円

１年超 37,197千円

合計 85,064千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 33,235千円

１年超 36,084千円

合計 69,320千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 37,415千円

１年超 26,074千円

合計 63,490千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額 

支払リース料 32,398千円

減価償却費 
相当額 

31,000千円

支払利息相当額 1,108千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額 

支払リース料 24,231千円

減価償却費
相当額 

23,007千円

支払利息相当額 1,214千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額 

支払リース料 62,273千円

減価償却費
相当額 

59,604千円

支払利息相当額 2,029千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっていま

す。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年12月31日) 

 (1) その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

(2) 時価評価されていない有価証券 

  

  

  

区分 
前中間会計期間末(平成17年12月31日) 

取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 76,889 154,408 77,519 

債券 ― ― ― 

その他 13,803 15,308 1,504 

合計 90,693 169,716 79,023 

主な内容 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券   

 非上場株式 24,898 

合計 24,898 



当中間会計期間末(平成18年12月31日) 

 (1) その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

(2) 時価評価されていない有価証券 

  

  

区分 
当中間会計期間末(平成18年12月31日) 

取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 76,889 109,104 32,215 

債券 ― ― ― 

その他 14,670 16,294 1,624 

合計 91,559 125,399 33,840 

主な内容 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券   

 非上場株式 24,898 

合計 24,898 



前事業年度末(平成18年６月30日) 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

(2) 時価評価されていない有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

関係会社がないため、該当事項はありません。 

  

  

前へ   次へ 

区分 
前事業年度末(平成18年６月30日) 

取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 76,889 121,840 44,951 

債券 ― ― ― 

その他 14,230 15,152 921 

合計 91,120 136,993 45,872 

主な内容 
貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券   

 非上場株式 24,898 

合計 24,898 



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

  

  

２ １株当たり当期純利益又は中間純損失(△) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１株当たり純資産額 596円90銭 １株当たり純資産額 594円92銭 １株当たり純資産額 658円55銭

１株当たり 
中間純損失金額 

44円56銭
１株当たり 
中間純損失金額 

52円97銭
１株当たり
当期純利益金額 

21円67銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、１株当たり中間

純損失であり、また潜在株式がない

ため記載していません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、１株当たり中間

純損失であり、また潜在株式がない

ため記載していません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため記載していません。 

   
前中間会計期間末
(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年12月31日) 

前事業年度末 
(平成18年６月30日) 

純資産の部の合計額 (千円) ― 2,526,866 2,797,465 

普通株式に係る純資

産額 
(千円) ― 2,526,866 2,797,465 

普通株式の発行済株

式数 
(千株) ― 4,259 4,259 

普通株式の自己株式

数 
(千株) ― 11 11 

１株当たり純資産額

の算定に用いられた

普通株式の数 
(千株) ― 4,247 4,247 

   
前中間会計期間

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日)

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

当期純利益又は 
中間純損失(△) 

(千円) △189,408 △225,000 92,063 

普通株主に帰属 
しない金額 

(千円) ― ― ― 

普通株式に係る 
当期純利益又は中間

純損失(△) 
(千円) △189,408 △225,000 92,063 

普通株式の 
期中平均株式数 

(千株) 4,250 4,247 4,249 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第44期(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日)平成18年９月29日福岡財務支局長に提出。 

  

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年３月16日

株 式 会 社 福 山 コ ン サ ル タ ン ト 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社福山コンサ

ルタントの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第44期事業年度の中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社福山コンサルタントの平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年７月１日から平成17

年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  丸 林  信 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  工 藤  重 之 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成19年３月16日

株 式 会 社 福 山 コ ン サ ル タ ン ト 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社福山コンサ

ルタントの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第45期事業年度の中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社福山コンサルタントの平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年７月１日から平成18

年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  丸 林  信 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  工 藤  重 之 
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